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１　利益水準の継続的な圧迫
今期の売上D.Iは6.0とプラス水準を維持しているものの、売上高以上に経常利益の
D.I悪化（△13.3）が顕著。そして資金繰りD.Iは△13.9と悪化傾向を示している。
利益減少の主な要因として、約半数の企業が「経費負担の増加」「原材料・仕入単
価の上昇」を挙げており、売上は立っていても利益が残らないという「コスト高に
よる利益圧迫」の構造が鮮明になっている。また、価格転嫁が十分に追いついてい
ない実態も、資金繰りの悪化に拍車をかけている。

２　中東情勢による影響
約９割の企業が外部環境の悪化を実感。事業者からはシンナーや塗料、断熱材、工
業用油、包材、衛生手袋など消耗品の高騰と調達難による意見が多数寄せられてい
る。これに対し、「固定費負担軽減への直接的な補助金（電気・ガス・ガソリン代
の補助金拡大）」と「資金繰り支援（無利子、無担保融資、返済猶予）」など即効
性のある支援が強く求められている。

３　来期見通しと今後の経営方針・行政に求める支援
来期（令和8年4月～9月）の見通しDIは、売上「△10.8」、経常利益「△18.1」、
資金繰り「△20.5」と全項目で大幅なマイナス予測となっており、先行きに対する
市内の事業者の不安と警戒感が極めて強い。 しかし、このような厳しい経営環境
下においても、今後の経営方針として「人材確保・育成（61%）」を最優先に掲げ
る企業が圧倒的に多く、次いで「業務効率化（DX化）（27%）」「販路開拓
（23%）」「働き方改革（20%）」が続いています。 行政に対して「特に」求める
支援としても、目先の資金繰り支援に加え、「雇用・人材育成支援（46%）」と
「設備投資支援（46%）」がトップに並びました。

このページ以降、調査の結果詳細となります。



・調査対象期間
　令和7年10月～令和8年3月　実績

　令和8年4月～令和8年9月　見通し

前回（106社）を上回る166社から回答を獲得。
特に「医療・福祉」「建設業」「製造業」の３業種で全体の約67%を占める 2

医療、福祉　41件（25%）

建設業　39件（23％）製造業　31件（19％）

サービス業（他に分類されないもの）　12件

（7%）

卸売業、小売業　9件（5%）

情報通信業　7件（4%）

学術研究、専門・技術サービス業　6件（4%）

宿泊業、飲食サービス業　5件（3％）

その他　16件（10％）
回答企業の内訳

・調査方法
　アンケート調査（オンライン等）

・回答企業数

　166社（前回106社）

１０名未満　70件

（42%）

１０名～５０名未満　

68件（41%）

５０名～１００名未

満　14件（8%）

１００名～２００名未満　

７件（4%）

２００名～３００未

満　１件（1%）

３００名以上　６件

（4%）

従業員構成



増加　59件（36%）

特に変わらない　58件（35%）

減少　49件
（30%） 今期の売上

業種 回答数 今回実績 前回実績 来期見通し

全産業D.I 166 6.0 4.7 △10.8

医療・福祉 41 △0.0 23.5 △34.1

建設業 39 △5.1 0.0 △10.3

製造業 31 22.6 12.0 25.8

サービス業 12 50.0 0.0 25.0

卸売業・小売業 9 △55.6 0.0 △33.3
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増加　43件（26%）

特に変わらない　62件（37%）

減少　61件
（37%）

来期の売上見通し

・売上動向 ：当期の売上D.Iは6.0で前回（4.7）より増加傾向を維持。
 ・業種別傾向 ：医療・福祉が底堅い需要で売上を維持する一方、建設は資材調達難や遅延の

影響で伸び悩み、製造は売上単価の上昇で増加傾向となっている。
 ・今後の見通し ：来期の売上D.Iは△10.8と移転してマイナス予測へ。

先行きへの慎重な姿勢が顕著。

※D.I（判断指数）とは、「増加（好転）」と回答した企業の割合（%）から
「減少（悪化）」と回答した割合（%）を差し引いた数値です。
データ表示上、小数点以下の端数処理を行っております。
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業種 回答数 今回実績 前回実績 来期見通し

全産業D.I 166 △13.3 7.5 △18.1

医療・福祉 41 △31.7 11.8 △53.7

建設業 39 △25.6 △15.8 △12.8

製造業 31 19.4 28.0 19.4

サービス業 12 0.0 0.0 8.3

卸売業・小売業 9 △44.4 11.1 △33.3

増加　40件（24%）

特に変わらない　
64件（39%）

減少　62件（37%）

今期の経常利益

増加　35件（21%）

特に変わらない　66件
（40%）

減少　65件（39%） 来期の経常利益

 ・経常利益動向 ：当期の経常利益D.Iは△13.3となり、前回の増加超（7.5）から一転して「減少（悪化）」
超へ。トップライン（売上）の伸びをコスト高が打ち消す構造。

 ・減少理由 ：「原材料・仕入単価の上昇」「経費負担の増加」が圧倒的多数。
 ・業種別傾向 ：建設は資材高騰を被り減少、医療・福祉も光熱費や人件費増により減益、卸売業・小売業

も転嫁難で利益圧縮となる一方、製造業は販路拡大や需要動向の好転により、増加傾向。
 ・今後の見通し ：来期の経常利益D.Iも△18.1と、厳しい経営環境が続く見通し。

※D.I（判断指数）とは、「増加（好転）」と回答した企業の割合（%）から
「減少（悪化）」と回答した割合（%）を差し引いた数値です。
データ表示上、小数点以下の端数処理を行っております。
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業種 回答数 今回実績 前回実績 来期見通し

全産業D.I 166 △13.9 0.0 △20.5

医療・福祉 41 △39.0 0.0 △51.2

建設業 39 0.0 0.0 △2.6

製造業 31 △3.2 0.0 △6.5

サービス業 12 △8.3 0.0 8.3

卸売業・小売業 9 △22.2 33.3 △55.6

改善　20件
（12%）

特に変わらない　
103件（62%）

悪化　43件（26%）

今期の資金繰り

改善　20件
（12%）

特に変わらない　
92件（55%）

悪化　54件（33%）

来期の資金繰り

 ・資金繰り動向 ：当期の資金繰りD.Iは△13.9と、前回（0.0）から明確に悪化傾向を示している。

 ・業種別傾向 ：建設は利益低下や工期長期化、医療・福祉は賞与や人件費負担、宿泊・飲食は光熱
費や食材高の長期化により資金繰りが悪化。

 ・今後の見通し ：来期の見通しも△20.5と改善の兆しは見えづらい状況。

※D.I（判断指数）とは、「増加（好転）」と回答した企業の割合（%）から
「減少（悪化）」と回答した割合（%）を差し引いた数値です。
データ表示上、小数点以下の端数処理を行っております。
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業種 回答数 今回実績 前回実績 来期見通し

全産業D.I 166 △0.6 7.5 0.6

医療・福祉 41 △14.6 23.5 △14.6

建設業 39 △2.6 △5.3 7.7

製造業 31 19.4 24.0 16.1

サービス業 12 △8.3 △9.1 8.3

卸売業・小売業 9 0.0 33.3 11.1

増加　22件
（13%）

特に変わらない　121件（73%）

減少　23件（14%） 今期の求人

増加　25件（15%）

特に変わらない　117件（70%）

減少　24件（14%）
来期の求人

 ・雇用動向 ：当期の求人D.Iは△0.6と、前回（7.5）から比較して「減少（人手充足）」傾向にある。
 ・減少理由 ：「採用コストの上昇」や「売上減少・経営環境の悪化」があげられる。

 ・今後の見通し ：来期の見通しは0.6と増加（人手不足）の見通し。
 ・業種別傾向 ：医療・福祉は深刻な不足感の一方、採用コスト高や収益悪化による求人見送り、建設は技

術者不足であるが採用しても定着しないため求人見送り、製造は拡大に伴い求人増加傾向。

※D.I（判断指数）とは、「増加」と回答した企業の割合（%）から「減少」と回答した
割合（%）を差し引いた数値です。求人D.Iの場合、増加は人手不足傾向、減少は人手充
足傾向となる。データ表示上、小数点以下の端数処理を行っております。



 ・経営上の課題 ：前回に引き続き「原材料・仕入価格の値上げ（物価高騰）」「人材不足」
「人件費の増加」がトップ３。

 ・今後の経営方針：「人材確保・育成」がトップ。次いで「業務効率化（DX等）」「販路開
拓」が続く。（第１回と同様の傾向）
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売上不振・伸び悩み
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経理処理・税務処理等
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経営上の課題
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新規事業

広告
ブランド化
事業継承

災害時への対応
未回答
その他

今後の経営方針
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事業継承支援

雇用・人材育成

研究開発支援

設備投資支援

販路開拓支援

企業連携支援

創業支援

補助金申請支援

融資の斡旋

経営計画策定支援

セミナーの受講

専門家派遣

記帳支援・確定申告支援

その他

未回答

経営上の課題解決につながった支援（過去）

    ・行政に求める支援 ：「雇用・人材育成」「設備投資支援」が多い。
 ・過去に受けてよかった支援 ：「補助金申請支援」がトップ。次いで「雇用・人材育成」「設

備投資支援」「セミナーの受講」となっている。
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未回答
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【医療福祉】 【建設業】

　【卸売業・小売業】 　　　【サービス業】

コロナ期のゼロゼロ融資の返済開始への
不安（物価高騰下の返済懸念）。

年度初めの園児数減少に伴う資金繰り悪
化や賞与支払いに苦慮する実態。

保育園の完全週休２日制導入による労働
環境改善要望。

保育士補助金（手当）の「市単独補助」
を要望。

住宅建築において一般施主はローンの限度額
があるため価格上昇分を請求できず、利益が
削られていく。

補助金申請等の手
続きに関する実務
的な支援要望。

コロナ禍の時のよう
な支援（低金利・無
利子融資、返済猶予
など）をしてほしい。

資金不安

資金不安

労働環境

要望

利益圧迫

要望 要望



・「周知メール」による認知が104件（63%）と多数を占めており、直接的なメールアプローチが最
も有効な回答の呼び水となっています。

・これに次いで、地域密着のネットワークである「うるま市商工会（会報誌等）」が31件（19%）
と、強固な周知ルートとして機能しています。
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うるま市HP　9件（5%）

うるま市商工会（会報誌等）　
31件（19%）

チラシ　5件
（3%）

周知メール　104件
（63%）

うるま市公式LINE　
7件（4%）

その他　10件（6%）

認知経路

周知メールから、より届きやすいLINE
公式アカウントを作成しました。

（参考）



 ・中東情勢・原油価格高騰の影響：92％の企業が「影響あり」と回答

 ・特に影響があるもの ：「原材料・資源の調達コスト上昇」「電気・ガス等エネル
ギーコストの上昇」「物流コストの上昇」「原材料、部品や
建材等が調達難、納期の遅延」など。
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消費意欲の低下（売上減少）

販売価格の上昇（価格転嫁）

原材料・資源の調達コスト上昇

電気・ガス等エネルギーコストの上昇

物流コストの上昇

販売価格に転嫁できない

取引先の変更

資金繰りの悪化

原材料、部品や建材等が調達難、納期の遅延

影響調査中

その他

中東情勢によって影響があるもの

影響が大きい　83
件（50%）

やや影響がある　
69件（42%）

特に影響はない　
14件（8%）

中東情勢による影響



・今後行おうと考えている対策：「仕入・調達先の見直し」「諸経費の削減」「販売価格への転嫁」

 ・求められる必要な支援 ：「固定費負担軽減への直接的な補助金（電気・ガス・ガソリン代の補助
金拡大）」と「資金繰り支援（無利子、無担保融資、返済猶予など）」
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仕入・調達先の見直し

営業・販売等の縮小

取引先との価格交渉

販売価格への転嫁

商品構成の見直し

諸経費の削減

生産・販売拠点の見直し

工程改善・業務効率化

省エネ対策（節電、エコドライブ等）

省エネ設備の入れ替え、導入

資金の確保

人件費の削減

特に対策は考えていない

その他

今後行おうと考えている対策
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資金繰り支援（無利子、無担保融資、返済猶予
など）

固定費負担軽減への直接的な補助金（電気・ガ
ス・ガソリン代の補助金拡充）

省エネ設備、再エネ設備導入に対する補助金

新事業展開・業態転換への補助金・サポート

中東情勢やサプライチェーン・経済動向、支援
情報に関するタイムリーな情報提供

価格転嫁や原材料、部品等の調達の相談窓口や
取引先との交渉サポート

その他

必要な支援策



【建設業】 【製造業】

　【複合サービス業】 　【学術研究業】

「近年の中東問題以降塗装業をはじめ、大手
メーカーの品薄が非常に目立ちます。例えば、
第一にナフサ不足で断熱材が入荷しない。ある
いはシンナーが手に入らないので工程通りに進
めない等々。現場進行の妨げになる懸念事項で
頭を抱えているのが現状...」

「元請けの塗料が不足しており、調達出
来るまで、出荷がストップとなる。」

「ビニール関係の包材の入手と納期遅れ。」

「清掃用シンナー、養生テープ
等、手に入りづらい。」

プラスチック消耗品に購
入制限が始まっている。

資材不足 資材不足

「工業用油（切削油等）が品薄で、見積依頼して
も、返答頂けない状態。」

資材不足 資材不足
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